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研究要旨 

 慢性疼痛は労働者において最も頻度の多い症状である。疼痛は、パフォーマンス低下や休業、

離職のリスクであり、労働生産性の低下をもたらすと考えられている。したがって、疼痛は医療

に加え、労働生産性の低下による損失が懸念されている。本調査では、先行研究を踏まえ、慢性

疼痛による医療経済学的検討を行う。 

 

Ａ．研究目的 

疼痛は有病率が高く、また日常生活、家庭

生活、就労能力、社会参加など、あらゆる場面

の活動において影響を及ぼすため、臨床的に

も社会的にも重要な問題である。また、有病

率の高さから多くの医療費を費やしている。

また、疼痛は就労能力に影響するため、失業

や貧困など社会保障上のリスクにもつながる。

本調査では、疼痛の有病率、医療費、また労働

者における労働生産性に関して、文献的な考

察を行う。 

 

Ｂ．研究方法 

 文献調査によるナラティブレビューを実施。 

 

Ｃ．研究結果 

痛みの有訴割合および医療費 

平成２８年国民生活基礎調査によれば、病

気やけが等による自覚症状を有する者のうち、

腰痛、肩こり、手足の関節の痛みなど筋骨格

系疾患による症状が男女ともに最多である。

さらに女性では頭痛の訴えもこれに続いて多

い。これまでの調査によると筋骨格系疾患に

よる疼痛の訴えをもつ国民の割合は 1 割から

2 割とされている。 

平成 28 年度に実施された国民医療費調査

によると、筋骨格系疾患にかかる医療費は、

新生物、循環器系疾患に続いて第 3 位であり、 

 

医療費全体の約8％、2.3兆円を費やしている。 

 

疼痛による労働生産性の損失 

疼痛による社会的コスト（医療資源の消費

ならびに労働生産性の損失）は医療費のみな

らず労働生産性の損失が大きいとの報告があ

る(1, 2。米国で実施された調査では、労働者の

約半数が過去 2 週間で頭痛、腰痛、関節炎ま

たはその他の筋骨格系疼痛を患っており、

13％が疼痛のために生産時間が損失され、そ

の生産時間の損失コストは年間 612 億ドルと

推計された。さらに、その損失コストの 77％

は作業中のパフォーマンス低下によるもので

あった(3。また、ヨーロッパにおける生産時間

の損失は、中等度から重度の慢性疼痛を有す

る労働者において6ヵ月間で平均8日であり、

そのうち 22％が 10 日以上の損失であった(4。 

日本においても、労働者の約半数が 3 ヶ月

間以上の慢性疼痛を患っているとの報告があ

る(5。国民生活基礎調査によると、就業者の自

覚症状では、1位が肩こり、2 位が腰痛であり、

それ以外にも手足の関節の痛み、頭痛、手足

のしびれなど疼痛に関連する自覚症状の多さ

が目立つ。さらに就労年齢における通院受診

率をみても、腰痛、肩こり、関節炎、関節リウ

マチなど筋骨格系疾患による通院が最多であ
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る。また、筋骨格系疾患は若年時から多いこ

とも特徴である。疼痛を抱える患者の多くは

痛みを我慢したり、受診をためらったりする

傾向があるため、実際に痛みを抱えている労

働者の数はさらに多いと推測される。 

慢性疼痛を抱える労働者の生産時間の損失

コストは、日本において年間 1 兆 9,530 億円

（199億米ドル）との推計もある(5。筋骨格系

疾患による経済的影響については、30歳以上

の日本人のうち 2000 万人以上が腰痛を有す

とされる。さらに、筋骨格系疾患患者の３～5

割の患者が早期退職を経験しており、疼痛に

よる就労困難に起因する労働損失額は年間

2300 億円にのぼると推定されている(6。 

国内の４つの企業における約 13,000 人を

対象に実施した調査によると、プレゼンティ

ーズムによる損失の推計では年間一人あたり、

頚部の痛み、肩こりでは、約 430 ドル、腰痛

は 260 ドルであった(2。アブセンティズムお

よびプレゼンティーズムを合わせた筋骨格系

疾患による労働生産性の損失は、メンタル疾

患についで 2 番目に多く、労働者 1000 人年

あたり約 900,000 ドルと推計された。さらに

プレゼンティーズムによる労働生産性の損失

を時間換算すると、頚部の痛み、肩こり、腰

痛、頭痛を合わせると 2.1%/人年であった(7。

すなわち、一般的な労働者が 100 人いると、

痛みにより約二人分の年間労働が損失されて

いると推計された。全疾病のプレゼンティー

ズムによる労働時間の損失が 6.6%/人年であ

ったうちの、約 3 分の１が痛みに関連したも

のであった。 

 

疼痛が労働生産性に与える影響 

疼痛によるプレゼンティーズムとその結果

生じる労働機能障害には、身体的制約、時間

的制約、精神的制約、業務達成上の制約など

が挙げられる(8。 

疼痛により身体的な制限や作業の困難とし

ては、荷物の持ち上げ、作業姿勢の保持、歩

行、運転などの業務に関連する動作がある。

また心理社会的要因として、抑うつ症状やス

トレスといった心理的症状を介して労働機能

の低下が生じる可能性が考えられる(9。さらに

器質的な機能障害と心理的症状の相互作用と

して、認知機能の低下も伴う。例えば疼痛は

睡眠と関連しており(10 (11、眠気による認知障

害が、注意力や、作業記憶、処理速度、短期記

憶、推論の低下を引き起こすことで職務パフ

ォーマンスに影響しうる(12 。その結果、遅刻

や早退による労働時間の減少や、勤務中の仕

事の中断、担当できない業務や夜勤・出張な

ど特別な職務を引き受けられないといったこ

とが生じる。これらの労働障害は疼痛強度が

増すほどに制限が生じることが示されている

(13-15。 

疼痛によるアブセンティズムについては、

急性期の安静や療養のための短期のものと、

長期的な就労からの離脱によるものがある。

日本リウマチ友の会が発刊する「リウマチ白

書 2010」によると、回答者の約 5割が、休職・

退職・廃業を経験していた。また就職を断念

した人が 1 割いた。関節炎による患者の就業

状態の変遷を調査した研究によると、労働障

害を経験することで、労働生産性の低下を招

き、また欠勤や休職を繰り返すうちに、労働

時間の減少や転職を余儀なくされ、最終的に

は離職や失業など労働市場からの排他が生じ

ていた。(16 

このような状況について、英国政府の諮問

に回答した報告書(17 では、疾病を抱えた労働

者の労働能力について、働けるか、働けない

かの二択と考えられる傾向があり、適切な支

援や就業上の配慮があれば就業可能な場合で

あっても、労働市場から必要以上に排他され

ていることに警鐘を鳴らしている。また離職
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期間が長期化するほど、復職できないリスク

が高まり、患者本人ならびに家族の貧困リス

クが高まるとしている。このような状況はひ

いては社会保障における社会的コストの増大

をもたらすことを指摘している。したがって、

疼痛をもつ患者の治療においては、就労能力

の維持が、社会的な目標であると同時に、臨

床的な目標として意識される必要があること

が強調されている。 

 

Ｄ．考察 

良好な就労環境は、労働者の健康状態の回

復に寄与すると認識されつつある(18。関節リ

ウマチ患者においては、疾患の活動性、罹患

期間、合併症の有無よりも、就労の有無が身

体的な QOL の認識に最も影響していたと報

告されている(19 。一方で、関節リウマチ患者

の就業阻害要因を検討したシステマティック

レビューにおいては、就業阻害要因として、

疾病の活動度との関連は認められず、仕事の

身体的負荷、教育歴、業務内容とのミスマッ

チなどとの関連が指摘された(20。このことは、

患者の治療に際しては、就労維持を得るため

に、就業環境の調整が欠かせないものである

ことを示唆している。労災により上肢に障害

を受けた労働者に対して、業務内容や作業環

境の調整を行う就業配慮を実施して復職した

群では、復職しなかった群に比べて、痛みの

訴えや身体的機能障害の訴えが低かったとす

る報告もある(21。これらはいずれも、就労は患

者の身体機能に対する自己認識に良い影響を

与え、自己効力感を高める効果があると考え

られている(21。 

これらについては、関節リウマチの治療戦

略であるTreat to Targetにおける推奨意見に

も反映されている。基本的な考え方として、

「関節リウマチの主要な治療ゴールは，症状

のコントロール，関節破壊などの構造的変化

の抑制，身体機能の正常化，社会活動への参

加を通じて，患者の長期的 QOL を最大限ま

で改善することである」とあり、社会参加の

維持が臨床的な管理目標として明示された。

このような治療戦略は関節リウマチに限らず

疼痛、特に慢性疼痛を伴う疾患全てにおいて

共通となる考え方であろう。 

このような背景を受け、関節リウマチにお

ける臨床研究では、治療の疾患活動度へ与え

る効果のみならず、労働生産性に与える効果

を検討する研究が多くなされている(22。この

ように、労働生産性の維持・向上そのものが、

臨床的に重要なアウトカムであるとの認識が

確立している。 

 

Ｅ．結論 

本稿では、公衆衛生学的な見地からの疼痛

の課題について紹介した。とりわけ、労働生

産性に関しては、損失として強調される向き

があるが、むしろ労働生産性の維持が治療的

意義をもつこと、また臨床的な管理目標とし

て意識されるべきであることを強調したい。 
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